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インターネットを利用した選挙運動の解禁を求める意見書 
  

政党や議員がホームページを使い政策情報を提供することや電子メールを使い有権者と意思疎通

を図るなど、インターネットは政治活動において欠かせないツールとなっています。アメリカ、イ

ギリス、ドイツ等の多くの国ではインターネットを活用した選挙運動が行われているのに対し、わ

が国においては選挙期間中のインターネットの利用は、公職選挙法で禁止されています。 

こうした状況を反映して、総務省の「ＩＴ時代の選挙運動に関する研究会」が2002年８月に

まとめた報告書は、インターネット選挙運動により、候補者情報の充実、国民の政治参加の促進、

有権者と候補者の直接対話の実現、金のかからない選挙の実現などはかり知れない効果が期待で

きるとしてネット選挙運動の解禁を提言しています。 

よって、武蔵野市議会は政府に対し、インターネットを選挙運動の手段として積極的に活用す

るため、以下の点を踏まえた公職選挙法の法改正を行うよう強く求めます。 
 

記 
 
１ インターネット関連技術の急速な進歩に対応するため、ホームページ、ブログ、電子メー

ル等のインターネットの形態を幅広く選挙運動に活用できるようにすること。 

 

２ インターネットを用いた誹謗中傷、なりすまし等の不正行為への対策を適切に講じること。 

 

以上、地方自治法第99条の規定により意見書を提出する。 
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